
6
広報 

2014.4.1発行

　平成26年度の予算は、新庁舎建設や若人の広場整備、食の拠点施設整備など大型の投資的事業に予算配分した一方
で、選択と集中による財源配分の重点化を図ったことで、各種新規事業や事業の拡充などに取り組んでいます。結果として、

一般会計では前年度比11億1,000万円減（－4.3％）の249億7,000万円となりました。

国民健康保険
65億7,216万円（＋2.2％）
後期高齢者医療
12億4,109万円（＋0.3％）
介護保険
46億7,286万円（＋2.3％）
訪問看護

4,190万円（－2.4％）

土地開発
6,678万円（－24.8％）

産業廃棄物最終処分
8,515万円（－1.9％）

ケーブルテレビ
3億8,980万円（－5.5％）

下水道
51億9,608万円（＋3.2％）
農業共済
4億1,581万円（－7.3％）

国民宿舎
4億6,678万円（＋4.2％）

財産区４会計
1,845万円（＋19.8％）

 （　）内は、前年度比

【用語説明】❶地方交付税＝地方の財源の均衡を図るため国から交付
されるお金❷市税＝市民税や固定資産税など❸市債＝事業をする際、
銀行等から借りるお金❹国庫・県支出金＝事業に対する国・県からの
補助❺諸収入＝貸付金元利収入や預金利子など❻使用料及び手数料
＝公共施設の使用料など❼その他＝地方消費税交付金や地方譲与税、
各種事業分担金、繰入金など

財政安定化の継続に向け
収支バランスのとれた予算を編成

合併後10年を見据えた予算
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民生費（＋3.4％） 66億2,822万円

公債費（－1.8％） 41億1,727万円

総務費（－3.3％） 39億6,076万円

土木費（－10.2％） 24億9,070万円

教育費（＋8.3％） 21億7,502万円

農林水産業費（－4.9％） 19億8,426万円

衛生費（－21.1％） 17億5,513万円

消防費（－10.3％） 9億65万円

商工費（－33.2％） 4億1,165万円

議会費（＋10.1％） 2億5,485万円

その他（－33.4％） 2億9,149万円

地方交付税（＋2.6％）  99億円   

市税（－0.2％） 56億904万円

市債（－6.9％） 34億6,940万円

国庫支出金（－2.8％） 20億4,211万円

県支出金（－20.1％） 15億1,874万円

諸収入（－18.6％） 5億5,993万円

使用料及び手数料
（－8.7％） 5億5,307万円

その他（－26.2％） 13億1,771万円

歳出 歳入

基金（貯金）残高の見込み
26年度末 市民1人当たり

一般会計 83億6,859万円 16万6,600円

特別会計 8億8,064万円 1万7,500円

企業会計 1億7,353万円 3,500円

合計 94億2,276万円 18万7,600円

【社会福祉関係】

　障害者福祉費 1,180万円　

　福祉医療費 790万円　

　生活保護・扶助費 480万円　

【社会保険関係】

　国民健康保険事業 430万円　

　後期高齢者医療事業 2,840万円　

　介護保険運営事業 2,590万円　

【保健衛生関係】

　予防接種費 460万円　

　健康増進費 200万円　

　がん検診推進事業 30万円　

合計 9,000万円　

市債（借金）残高の見込み
26年度末 市民1人当たり

一般会計 380億455万円 75万6,800円

特別会計 2,886万円 500円

企業会計 290億2,900万円 57万8,100円

合計 670億6,241万円 133万5,400円

特別・企業会計
191億6,686万円

【用語説明】 収支バランスのとれた予算＝単年度の収入で支出を賄える状態のことです。

具体的には市の貯金である財政調整基金や前年度の繰越金といった臨時的な収入を見込まない予算です。

【目的別グラフ】
（　）内は、前年度比

平成2６年度
一般会計当初予算  ２49億7,000万円
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【用語説明】❶民生費＝高齢者福祉や少子化対策など❷公債費＝借入金（市
の借金）の返済金❸総務費＝一般事務経費や市役所の管理など❹土木費＝
道路や河川・公園の整備・管理など❺農林水産業費＝農林水産業の振興❻
教育費＝小中学校の教育内容充実や環境整備など❼衛生費＝保健衛生やゴ
ミ処理など❽消防費＝防災対策や消防団活動など❾商工費＝商工業の振興、
観光事業の促進など�議会費＝議会の運営など�その他＝予備費、労働費、
災害復旧費など

【用語説明】 ❶補助費等＝各種団体への補助金など❷公債費＝借入金（市の借金）
の返済金❸人件費＝特別職や一般職の給与など❹普通建設事業費＝公共施設の建設
費など❺扶助費＝医療費や児童手当など❻物件費＝施設の管理費や物品の購入など
❼繰出金＝特別会計への繰出金❽その他＝積立金、維持補修費、災害復旧費など

※市民１人当たりの額は、平成26年２月末
　住民基本台帳人口50,218人で算出

地方消費税の増額分の充当事業
　消費税率の 8％への引き上げに伴い、南あわじ市

では地方消費税交付金 5 億 4,000 万円（昨年度比

＋ 11.3％）を見込み、その内、9,000万円（地方

消費税収の2/12）を税率引き上げによる増収分と

して予算化しています。この増収分は、使途を明確

にし、「社会保障施策に必要な経費」の財源とするこ

ととされ、平成 26 年度は以下の事業に充てています。
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補助費等（－1.7％）  45億6,596万円   

公債費（－1.8％） 41億1,727万円

人件費（－5.1％） 37億9,326万円

普通建設事業費
（－11.7％） 36億3,679万円

扶助費（＋1.0％） 32億6,021万円

物件費（－3.8％） 32億1,561万円

繰出金（－2.0％） 19億3,812万円

その他（－26.4％） 4億4,278万円
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（　）内は、前年度比
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【性質別グラフ】


